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「指定自立生活援助事業」重要事項説明書 

〈令和 6 年 8 月１日現在〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当事業所は、ご契約者に対して、障害者総合支援法に基づく自立生活援助事業を提供します。 

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。自立生活援助事業の

利用は、原則として障害福祉サービスの支給決定を受けた方が対象となります。 
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当事業所は愛知県の指定を受けています。 

（第２３１０３００７０８号） 
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１．事業者 

名称 合同会社ＴＭコネクト   

所在地 愛知県津島市柳原町丁４目１２カンダコーポ４０１号 

電話番号 ０５６７－５５－９９５５ 

代表者氏名 冨永 孝之 

設立年月 令和５年２月１日 

 

２．事業所の概要 

事業所の種類 指定自立生活援助 

事業の目的 身体障害者、知的障害者、精神障害者に対し、適切なサービスを提供することを目

的とする。  

事業所の名称 スタートラインひなた 

事業所の所在地 愛知県津島市柳原町４丁目１２カンダコーポ４０１号 

電話番号 ０５６７－５５－９９５５ 

管理者氏名 冨永 孝之 

事業所の運営方針について ・利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、定期的な巡回

又は随時の通報を受けて行う訪問、当該利用者からの相談対応等により、当該利

用者の状況を把握し、必要な情報の提供及び助言その他の必要な支援を、保健、

医療、福祉、就労支援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の

意向、適性、障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じて、適切か

つ効果的に行う。 

・事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ってサービスの

提供を行う。 

・事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

とともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずる。 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第１７１号）及び指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準等を定める条例（平成２４年愛知県条例第７２号）その他関係

法令を遵守し、事業を実施する。 

開設年月 令和６年８月 

 

３． 事業実施地域 

事業実施地域 津島市、あま市、大治町、愛西市、弥富市、蟹江町、飛島村の区域とする 

。 
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４． 営業日・時間 

平日（月曜日から木曜日まで） ８：３０～１７：３０ 

休業日 金・土・日曜日、国民の祝日及び事業者が定める８月１３日から１５日の期間と

１２月３０日から１月３日までの年末年始期間 

※上記の営業日、営業時間のほか、電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制をとるとし、サービスの提供について

は、「年中無休」とする。 

 

５． 職員の体制 

・各職種の職務の内容 

職種 職務内容 

管 理者 

管理者は、職員の管理、指定自立生活援助の利用の申し込みに係る調整、業務の実施状況

の把握その他の管理を一元的に行うとともに、法令等において規定されている指定自立生活援

助の実施に関し、事業所の職員に対し遵守させるため必要な指揮命令を行います。 

サービス管理責任者 

(1)適切な方法により、利用者の有する能力、置かれている環境及び日常生活全般 

の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等の把握（以下「アセスメント」とい

う。）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援

内容を検討します。 

(2)アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、事業所が提供する指定自立生 

活援助以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連携も含めて、利用者の生活

に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定自立生活

援助の目標及びその達成時期、指定自立生活援助を提供する上での留意事項等を記載した

自立生活援助計画の原案を作成します。 

(3)自立生活援助計画の原案の内容を利用者に対して説明し、文書により利用者の 

同意を得た上で、作成した自立生活援助計画を記載した書面を利用者に交付します。 

(4)自立生活援助計画作成後、自立生活援助計画の実施状況の把握（利用者について 

の継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、少なくとも○月に△回以上、自 

立生活援助計画の見直しを行い、必要に応じて自立生活援助計画を変更します。 

(5)利用申込者の利用に際し、障害福祉サービス事業者等に対する照会等により、利 

用申込者の心身の状況、事業所以外における指定障害福祉サービス等の利用状況等を 

把握します。 

(6)利用者の心身の状況、置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生活 

を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことが 

できると認められる利用者に対し、必要な支援を行います。 

(7)他の職員に対する技術指導及び助言を行います。 

 地域生活支援員 地域生活支援員は、定期的な巡回又は随時の通報受けて行う訪問、利用者からの相談対応
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その他の必要な支援を行う。 

・職員配置 

管理者 １名（常勤職員 相談支援専門員兼務） 

相談支援専門員 １名以上（常勤職員） 

相談支援専門員 １名以上（非常勤職員） 

 

６．提供するサービスの内容と料金および利用者負担額について 

・提供するサービスの内容 

サービスの種類 サービスの内容 

自立生活援助計画の作成 
利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、生活全般の質を向上させるため

の課題や目標、支援の方針等を記載した自立生活援助計画を作成します。 

定期的な訪問による支援 

おおむね週に 1 回以上、利用者の居宅を訪問することにより、利用者の心身の状況、

その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握を行い、必要な情報の提

供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等との連絡調

整その他の障害者地域における自立した日常生活又は社会生活を営むための必要な

援助を行います。 

随時の通報による支援 
利用者からの通報があった場合の、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状

況を把握します。 

関係機関との連絡調整 

前号の状況把握を踏まえ、利用者の家族、利用者が利用する指定障害福祉サービス

事業者等、医療機関その他の関係機関等との連絡調整その他の必要な措置を講じ

ます。 

常時の連絡体制の確保 
利用者の心身の容共及び障害の特性に応じ、適切な方法により、利用者との常時の

連絡体制を確保します。 

  ・サービス料金 

利用料金は、次表のとおりです。 

 利用 1 日あたりの金額 

利用料 16,120         12,141                       円 

利用者負担額 円 

＜提供するサービスの料金とその利用者負担額について＞ 

提供するサービスについて、厚生労働省の告示の単価による利用料が発生します。 

利用者負担は現在、サービス量と所得に着目した負担の仕組み（1 割の定率負担と所得に応じた負担上限月額の設定）
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となっています。 

定率負担、実費負担のそれぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じられています。 
 

※ 障害福祉サービスの定率負担は、所得に応じて負担上限月額が設定され、ひと月に利用したサービス量にかかわらず、そ

れ以上の負担は生じません。 

 

 

 

※ 訓練等給付費について事業者が代理受領を行わない(利用者が償還払いを希望する)場合は、訓練給付費の全額を

いったんお支払いただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、｢領収書｣を添えてお住まいの市町村に

訓練給付費の支給（利用者負担額を除く）を申請してください 

 

【加算項目】 

・事業所がとっている体制により、下表のとおり料金が加算されます。 

加算項目 利用料 利用者負担額 内容 

福祉専門職員配置等加算 4,662 円 左記の 1 割 

(Ⅰ)(Ⅱ)の場合 

常勤の地域生活支援員のうち、有資格者が一定割

合以上場合、利用 1月につき加算されます。 

(Ⅲ) 

生活支援員のうち、勤務形態が常勤のものが 75%、

又は勤続年数が 3 年以上のものが 30%を超える場

合、利用 1 月につき加算されます。 

・事業所がとった対応の内容により、下表のとおり料金が加算されます。 

加算項目 利用料 利用者負担額 内容 

ピアサポート体制加算 1,036 円 左記の 1 割 

利用者と同じ目線に立った相談・助言等を行うために

必要な人員の配置等が行われている場合加算されま

す。 

初回加算 5,180 円 左記の 1 割 初回月、1回のみ加算されます。 

同行支援加算 5,180 円 左記の 1 割 
外出を伴う支援を行った場合、利用1 月につき加算さ

れます。 

緊急時支援加算 7,365 円 左記の 1 割 

緊急時において、利用者又は家族等からの要請に基

づき、深夜（午後 10 時から午前 6 時）に支援を行

った場合加算されます。 

利用者負担上限額 

管理加算 
1,554 円 左記の 1 割 

利用者の依頼により、利用者の負担上限月額を超え

て事業者が利用者負担額を徴収しないように、利用

者負担額の徴収方法の管理を行った場合に加算され

ます。 

日常生活支援情報提供加

算 
1,036 円 左記の 1 割 

精神科病院等に通院する利用者について、あらかじめ

本人の同意を得て、当該利用者が日常生活を維持

する上で必要な情報提供を精神科病院等に対して行

った場合に加算されます。 

居住支援連携体制加算 362円 左記の 1 割 居住支援法人や居住支援協議会と連携し、住宅の

負担上限月額等に関する詳細については、お住まいの市町村窓口までお問合せください。 
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確保及び居住支援に係る課題を報告した場合加算

される。 

地域居住支援体制強化推

進加算 
5,180 円 左記の 1 割 

居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での

療養上必要な説明及び指導を行った上で、自立支

援協議会や精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築に係る協議の場に対し、住宅の確保及び

居住支援に係る課題を報告した場合に加算されま

す。 

 

７．その他の費用について 

内容 料金 

通常の事業の実施地域を越えて行う訪問支援に要する交通費（事業

者の自動車を使用した場合） 

公共交通機関等を利用した場合は実費相当額 

事業所から５キロメートル以下 1回（片

道）につき  １００円 

事業所から５キロメートルを超える 1 回（片

道）につき  ２００円 

更に５キロメートル増すごとに      （片

道）につき  ２００円加算 

 

８．利用者負担額及びその他の費用の支払い方法について 

利用者負担額その

他の費用の支払い

方法について 

 

 

 

利用者負担額及びその他の費用について、サービスを利用した月の翌月１５日までに利用月分の

請求書をお届けします。サービス提供の記録と内容を照合のうえ、請求月の末日までに、下記のい

ずれかの方法によりお支払い下さい。 

(ア)現金支払い 

(イ)利用者指定口座からの自動振替 

(ウ)事業者指定口座への振り込み 

お支払いを確認しましたら、必ず領収書をお渡ししますので、保管をお願いします。 

また、介護給付費等について市町村より給付を受けた場合は、受領通知をお渡ししますので、必ず

保管をお願いします。 

※ 利用料、その他の費用の支払いについて、支払い能力があるにもかかわらず支払い期日から 3月以上遅延し、故意に支

払いの督促から 14 日以内にお支払がない場合には、契約を解約した上で、未払い分をお支払いただくことがあります。 

 

９．サービスの提供にあたっての留意事項 

  ・市町村の支給決定内容等の確認 

サービスの提供に先立って、受給者証に記載された支給量・支給内容・利用者負担上限月額を確認させていただき

ます。受給者証の住所、支給量などに変更があった場合は速やかに事業者にお知らせください。 
 

・自立生活援助計画の作成 

確認した支給決定内容に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら｢自立生活援助計画｣を作成します。作
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成した「自立生活援助計画」については、案の段階で利用者又は家族に内容を説明し、利用者の同意を得た上で成

案としますので、ご確認いただくようお願いします。 
 

  ・自立生活援助計画の変更等 

「自立生活援助計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

 

１０．虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律（平成 23 年法律第79 号）」を遵守するとともに、下記の対策を講じます。 

① 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 サービス管理責任者  冨永 孝之 

② 成年後見制度の利用を支援します。 

③ 苦情解決体制を整備しています。 

④ 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

⑤ 虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置等を実施しています。 

 

１１．身体拘束等の禁止 

事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者もしくは他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行わないものとします。 

事業所は、身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由その他必要な事項を記録します。 

事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

① 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催及びその結果について従業者への 

周知徹底 

② 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

③  従業者に対する、身体拘束等の適正化のための研修の定期的な実施 

 

１２．秘密の保持と個人情報の保護について 

①利用者及びその

家族に関する秘密

の保持について 

 

事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第57

号）」及び厚生労働省が策定した「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」を遵守

し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

○ 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り

得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

○ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

○ 事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、 

従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とします。 



8 

 

②個人情報の保護

について 

○ 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で使用する

等、他の障害福祉サービス事業者等に、利用者の個人情報を提供しません。また利用者の家族

の個人情報についても、当該利用者の家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担

当者会議で使用する等、他の福祉サービス事業者等に利用者の家族の個人情報を提供しませ

ん。 

○ 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電

磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者

への漏洩を防止するものとします。 

○ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、開示

の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の

達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利

用者の負担となります。) 

１３．緊急時の対応方法について 

① サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等

の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

 ② 上記以外の緊急時において、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合に、利用者の状態に応じて必要

な対応を行います。 

  連絡先：電話番号 0567-55-9955    
 

１４．事故発生時の対応方法について 

利用者に対する自立生活援助の提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、利用者の家族等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する自立生活援助の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

１５．サービスに関する苦情・事故等の対応について 

   ・苦情の受付 

    当事業所に対する苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

苦情受付窓口 管理者   岩田 絵美 

苦情解決責任者 代表社員  冨永 孝之 

     電話番号 ０５６７－５５－９９５５ 

     受付時間 月曜日～木曜日 ８：３０～１７：３０ 

※金・土・日曜日、国民の祝日及び事業者が定める８月１３日から１７日の期間と１２月３０日から１月３日

までの年末年始期間を除く。 

 

   ・行政機関その他苦情受付機関 

あなたのお住まいの担当 所在地 

電話番号 

津島市役所福祉課 所在地：愛知県津島市立込町２丁目２１ 

電話番号：０５６７－２４－１１１１ 
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令和   年   月   日  

 

 指定自立生活援助の提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

                       事業者 スタートラインひなた          

説明者職名 岩田 絵美            

 

（１） 重要事項について 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定自立生活援助サービスの提供開始に

あま市役所社会福祉課 所在地：愛知県あま市七宝町深坪１番地 

電話番号：０５２－４８５－５９８０ 

大治町民生課障害福祉係 所在地：愛知県海部郡大治町大字馬島字大門西１－１ 

電話番号：０５２－４４４－２７１１ 

愛西市役所社会福祉課 所在地：愛知県愛西市稲葉町米野３０８ 

電話番号：０５６７－２５－１１１１ 

弥富市役所福祉課 所在地：愛知県弥富市前ヶ須町南本田３３５ 

電話番号：０５６７－６５－１１１１ 

蟹江町役場子育て推進課自立支援係 所在地：愛知県海部郡蟹江町学戸３丁目１番地 

電話番号：０５６７－９５－１１１１ 

飛島村役場障害保健福祉課 所在地：愛知県海部郡飛島村竹之郷３丁目１番地 

電話番号：０５６７－５２－１００１ 

愛知県健康福祉部障害福祉課 所在地：愛知県名古屋市中区三の丸三丁目１－２ 

電話番号：０５２－９５４－６３１７ 

愛知県運営適正化委員会 所在地：愛知県名古屋市中区丸の内二丁目４－７ 

電話番号：０５２－２０２－０１６７ 
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同意します｡ 

 

（２） 個人情報保護について 

私は、個人情報保護に関する基本方針、個人情報保護の利用目的について説明を受け、情報提供に

同意します。なお、本人が個人情報保護に関する項目の提供を希望しない場合、指定事項がある場合は事

業者側へ申し出ます。 

 

 

【利用者】 

  

住所  

 

氏名                                                                      

 

【代理人（保護者）】 

住所                                    

 

氏名                                   

 

(利用者との続柄)             

 

 

 

 

 


